
産学官連携推進・知的財産戦略関係施策（平成１５年度予算案）　　　　　　　

マッチングファンドによる産学・産官共同研究推進　
　　　　　　　　調整費充当見込額４３億円（２８億円）

　企業化ニーズと研究シーズが真にマッチした共同研究

産学官連携支援事業 １４億円（９億円）

　　連携コーディネータ人材等の派遣

大　学

大学発ベンチャー

創出支援制度

　１８億円（１８億円）

要請　 　　派遣

共同研究

ＴＬＯ

民
間
企
業

ＪＳＴ（科学技術振興事業団）

共同研究センター

大学知的財産本部

整備事業

　　２４億円（新規）

３０程度の大学等に知的

財産の戦略的活用を図る

ための体制を外部人材も

活用して整備

技術移転支援センター　　　１６億円（新規）

研究成果最適移転事業 委託開発事業

ベンチャー起業が
期待される技術開
発や事業化計画の
策定等に必要な資
金を助成 大学等の研究成果の育成から

企業化までを「技術移転プラ
ンナー」（いわゆる目利き）
の一貫したサポートのもとに
推進

３３億円（６２億円）

大学や国研等で生まれた研
究成果で、企業化が困難な
ものを企業等に開発委託し
企業化を促進

５５億円（５６億円）

海外特許等の戦略的取得などを総合的に支援

ＴＬＯの活動をサポート

移転

移転

科学技術振興調整費：経費を大学側に支給

連携

大学発ベンチャー創出
事業 ５億円(新規)

ＪＳＴが起業化チームに対して起業化
開発を委託してベンチャーを創出


